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序章                                   
第 1節 研究の背景  
１．日本の人口減少と高齢化 
日本の総人口は、2008年の 1億 2,808万人をピークに減少に転じて以降、継続して減少
傾向にある。総人口の推計は 2020年 4月 1億 2,596 万人で、2019 年 4月 1億 2,625 万人と
比べ 1年間で約 30万人の減少となった注1。2008年の総人口ピーク年（1億 2,808万人）と
比較すれば、12年間で 212 万人の人口減少である。これは、10年ほどで長野県の総人口
205 万人（2020年 4月）が減少したことになる。 
一方、1950 年以降、65歳以上の高齢者人口は常に増加傾向にあり、2012 年に 3,000 万人
を超え、2019 年 4月現在の推計では 3,575 万人となった。全人口に対して、65歳以上の人
口が７％を超えると高齢化社会、14％を超えると高齢社会、21％を超えると超高齢社会と呼
ばれる。世界銀行（The World Bank）によれば、先進国の高齢化率は高く、2019年度、イ









                                                     
注1 総務省統計局「人口推移―2020年４月報―2020年 4月 20日発表」
〔http://www.stat.go.jp/data/jinsui/pdf/202004.pdf〕（最終閲覧日：2020年 6月 10日） 
注2 Global Note「世界の高齢化率（高齢者人口比率）国別ランキング・推移₋The World Bank-（2020 年 7月 28日更新）」
〔https://www.globalnote.jp/post-3770.html〕（最終閲覧日：2020年 12月 30日） 
注3 総務省「平成 27年版情報通信白書 -第 2部 ICTが拓く未来社会 第 1節 我が国経済の将来課題と ICT-」
〔http://www.soumu.go.jp/johotsusintokei/whitepaper/ja/h27/html/nc251120.html〕（最終閲覧日：2019年 5月 11日） 
注4 東日本大震災からの復興を新しい国づくりの契機にしたいとして、2011年 5月に元岩手県知事増田寛也氏を座長に有識者ら
で発足した政策発信組織 


























                                                     
注6 増田寛也（2014）『地方消滅地方消滅 - 東京一極集中が招く人口急減』中公新書、p29 
注7 内閣官房まち・ひと・しごと創生本部事務局「まち・ひと・しごと長期戦略・創業戦略」


























                                                     






























































                                                     
注18 中小企業庁（2007）『2007年版中小企業白書』日経印刷、p54 
注19 中小企業庁（2015）『2015年版中小企業白書』日経印刷、p285 
注20 日本経済団体連合会、「報告書：地域経済の活性化を担う地元企業の役割」（2007年 6月 19日） 





















第２節 問題提起                              
１．鳥取県と中小企業研究の意義 
2016年の日本の企業は、大企業 1.1万社、中小企業 357.8万社（内、小規模事業者 304.8
万社）で構成されており、中小企業が全体の 99.7%を占めている。日本全体の従業員数
4,794万人に対して、大企業は 1,459万人、中小企業が 3,220万人であり、従業員の 68.8％
が中小企業で働いている注22。つまり、中小企業の事業活動が我々の生活に欠かせない財政や


























                                                     
注23 伊藤正昭（2011）『新地域産業論産業の地域化を求めて』学文社、p240 
注24 忽那憲治・山田幸三、前掲書、pp15-16 
注25 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部「平成 29 年度県民経済計算（平成 18 年度 - 平成 29 年度）」
〔https://www.esri.cao.go.jp/jp/sna/data/data_list/kenmin/files/contents/main_h28.html〕（最終閲覧日 2021 年 1 月 15 日） 
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1990 ‐ 615,722 294,899 320,823 ‐ 
1995 189,405 614,929 294,414 320,515 3.20 
2000 201,067 613,289 293,403 319,886 3.00 
2005 209,541 607,012 290,190 316,822 2.83 
2010 211,964 588,667 280,701 307,966 2.71 
2015 216,894 573,441 273,705 299,736 2.57 
2020 221,443 551,402  263,656   287,746 2.49 
出所）鳥取県統計課「鳥取県の推計人口時系列データ」注26に基づいて筆者作成 
名目県内総生産も低迷と減少が続いている。鳥取県の県内総生産額は、2006 年は約 2兆















（最終閲覧日：2020年 12月 28日） 
出所）鳥取県令和新時代創造本部統計課「平成 29 年度鳥取県県民経済計算経済活動別県内総生産（名目」基づいて筆者作成 





得も 2,407千円（全国 45位）と全国的に低い数値となっている（表２参照）。 
表 2 2017 年度全国と鳥取県の人口 1当たりの総生産額と県民所得比較  
 全国 鳥取 都道府県順位 
県（国）内総生産額 
（人口 1人当たり） 
4,332千円 3,273 千円 43位 
県（国）民所得 
（人口 1人当たり） 


















                                                     
注28 内閣府経済社会総合研究所国民経済計算部「平成 29 年度県民経済計算（平成 18 年度 - 平成 29 年度）」


























                                                     



































第 1 章 鳥取県の地域性と中小企業 
第１節 鳥取県の地域性 
鳥取県の総面積は、3,507.13 ㎢で 47都道府県のうち 41位の県である。鳥取県の東西の




















                                                     
注32 鳥取県ホームページ「県の紹介と観光」〔https://www.pref.tottori.lg.jp/1411.html〕（最終閲覧日：2020年 8月 18日） 
注33 田淵康成（2016）『鳥取県まるごと読本改訂版』今井印刷、pp125₋127 




















全体の 40％を超える 89千世帯となっている。面積は、鳥取県全体の 43.3％と３地区で最も
大きい。中部地区は東部地区同様に、１市４町の行政区域であるが、人口、世帯数、面積と
もに３地区の中で最も低く、狭くなっている。西部地区は、２市６町１村と行政区域が最も
                                                     
注35 IJUは、Iターン（地方から都市へ又は都市から地方へ移住すること）、Jターン（地方から大規模な都市へ移住したあと、
地方近くの中規模な都市へ移住すること）、Uターン（地方から都市へ移住したあと、再び地方へ移住すること）の頭文字の略 
注36 ふるさと鳥取県定住機構 HP、〔https://furusato.tori-info.co.jp/about/business/〕（最終閲覧日：2020年 8月 11日） 








表 3 鳥取県市町村別人口・世帯数と面積 
市町村 
人口（人） 
（2021 年 1 月 1 日現在） 
世帯数（世帯） 
（2021 年 1 月 1 日現在） 
面積(km2) 
2017 年 
鳥取県 554,855 216,894 3,507.13  
鳥取市 188,551 75,941 765.31  
岩美町 10,884 4,038 122.32  
若桜町 2,927 1,167 199.18  
智頭町 6,508 2,488 224.70  
八頭町 15,896 5,440 206.71  
東部地区 224,766 89,074  1,518.22  
東部地区/鳥取県全体総数 40.5% 41.1% 43.3% 
倉吉市 46,833 18,606 272.06 
三朝町 6,092 2,260 233.52 
湯梨浜町 16,078 5,676 77.94 
琴浦町 16,461 5,812 139.97 
北栄町 14,214 4,899 56.94 
中部地区 99,678 37,253 780.43  
中部地区/鳥取県全体総数 18.0% 17.2% 22.3% 
米子市 147,638 61,645 132.42 
境港市 32,842 13,216 29.10 
日吉津村 3,515 1,230 4.20 
大山町 15,633 5,322 189.83 
南部町 10,434 3,528 114.03 
伯耆町 10,612 3,641 139.44 
日南町 4,166 1,774 340.96 
日野町 2,881 1,201 133.98 
江府町 2,690 954 124.52 
西部地区 230,411 92,511 1,208.48  
西部地区/鳥取県全体総数 41.5% 42.7% 34.5% 
出所）鳥取県統計課「鳥取県の推計人口（2021 年 1 月 1 日現在）」〔https://www.pref.tottori.lg.jp/289262.htm〕（最終閲覧日：2021 年１月 11
日）と国土交通省「平成 29 年全国都道府県市区町村別面積調＿国土地理院」p72〔https://www.gsi.go.jp/KOKUJYOHO/MENCHO/backnumber/GSI-


























                                                     
注37 安達義通（2007）「鳥取県の企業誘致に関する分析」『TORCレポート』No.30、p44 
注38 日本取引所グループ「上場会社数・上場株式数」〔https://www.jpx.co.jp/listing/co/index.html〕（最終閲覧日：
2020年 12月 27） 
注39 鳥取市「中小企業等の現状」
〔https://www.city.tottori.lg.jp/www/contents/1477889962851/simple/common/other/5817f2b7005.pdf〕（最終閲覧日：
2020年 12月 27） 
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資本金 常時雇用する従業員 常時雇用する従業員 
①製造業・建設業・運輸業 
その他の業種（②～④を除く） 
3億以下 300人以下 20人以下 
②卸売業 1億円以下 100人以下 5人以下 
③サービス業 5,000万円以下 100人以下 5人以下 







日本の民営事業所数は、5,340,783 事業所、従業者数が 56,872,826 人である。１-４人の
事業所割合は 57.1％、従業者 10名以下の事業所が 76.9％となっている。2016年の鳥取県
の民営事業所数は 25,718 事業所、従業者数が 230,700 人となっている。従業者規模別で見
ると、１-４人が 58.1％を占めており、従業者 10 名以下の事業所が 78.3％となっている注40







                                                     
注40 鳥取県（2019）『鳥取県勢要覧令和元年（2019 年）版』鳥取県、p7 
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注41 総務省・経済産業省「平成 28年経済センサス‐活動調査結果 地域別民営事業所数及び従業者数」〔https://www.e-
stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00200553&tstat=000001095895&cycle=0&year=20160&month=12040606&tclass1=
000001116497&tclass2=000001116502〕（最終閲覧日：2020年 12月 27） 
出所）総務省・経済産業省『平成 28 年経済センサス‐活動調査地域別民営事業所数及び従業者数』に基づいて筆者作成 
 
出所）鳥取県（2020）『鳥取部統計課、p7 に基づいて筆者作成 
図 3 鳥取県の従業員規模別の事業所数割合 





















                                                     
注42 鳥取県統計課（2020）『令和元年「100の指標からみた鳥取県」』鳥取県令和新時代創造本部統計課、pp38-95 
注43 鳥取県地域振興部統計課「平成 27年国勢調査（就業状態等基本集計結果）経済活動人口の推移」
〔https://www.pref.tottori.lg.jp/264094.htm〕（最終閲覧日：2021年 1月 15日） 
表 5 全国と鳥取県の第一・二・三次産業就職者比率と農家世帯割合比較（2016 年） 
 全国 鳥取県 全国順位 
第一次産業就職者比率 4.0％ 9.1％ 10 位 
第二次産業就職者比率 25.0％ 22.0％ 35 位 
第三次産業就職者比率 71.0％ 69.0％ 20 位 
農家世帯割合 3.9％ 11.9％ 3 位 
出所）鳥取県統計課（2020）『令和元年「100 の指標からみた鳥取県」』鳥取県令和新時代創造本部統計課、pp38-95 に基づいて筆者作成 
 
出所）鳥取県地域振興部統計課「平成 27 年国勢調査（就業状態等基本集計結果）経済活動人口の推移）」に基づいて筆者作成 
図 5 鳥取県の第１・2・3次産業別就業者数の推移（1975-2015 年） 
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 2010年と 2015年で産業別にて 15歳以上の就業者数を比較すると、第一次産業では農
業・林業が５年間で 2,037 人減少している。第二次産業では製造業が 2,332 人で、建設業の
670 人比べ大きく減少した。第三次産業は、卸売業・小売業が 2,575 人と大幅に減少する一
方で、医療・福祉は 5,681 人と大幅に増加している（表６参照注44）。 
 
                                                     
注44 鳥取県地域振興部統計課「国勢調査第１表 経済活動人口の推移」〔https://www.pref.tottori.lg.jp/264094.htm〕（最終
閲覧日：2021年 1月 15日） 
区 分 
総数（人） 産業別割合（％） 
2010年 2015年 増減数 2010年 2015年 増減ポイント 
総数 287,332 280,925  -6,407  100.0  100.0 0.0 
第一次産業 26,791  24,671  -2,120  9.3  8.8 -0.5 
  
農業，林業    25,601  23,564  -2,037  8.9  8.4  -0.5  
漁業     1,190  1,107  -83  0.4  0.4  0.0  
第二次産業 62,777  59,764  -3,013  21.8  21.3 -0.5 
  
鉱業，採石業，砂利採取業   60  49  -11  0.0  0.0  0.0  
建設業     22,208  21,538  -670  7.7  7.7  -0.1  
製造業     40,509  38,177  -2,332  14.1  13.6  -0.5  















電気・ガス・熱供給・ 水道業     1,257  1,343  86  0.4  0.5  0.1  
情報通信業  2,863  3,137  274  1.0  1.1  0.1  
運輸業，郵便業     11,639  11,389  -250  4.1  4.1  0.0  
卸売業，小売業     43,839  41,264  -2,575  15.3  14.7  -0.6  
金融業，保険業     6,498  6,410  -88  2.3  2.3  0.0  
不動産業，物品賃貸業     2,823  3,093  270  1.0  1.1  0.1  
学術研究，専門・技術サービス業     6,562  6,983  421  2.3  2.5  0.2  
宿泊業，飲食サービス業     15,734  15,454  -280  5.5  5.5  0.0  
生活関連サービス業， 娯楽業 9,548  9,339  -209  3.3  3.3  0.0  
教育，学習支援業 14,056  14,582  526  4.9  5.2  0.3  
医療，福祉 36,249  41,930  5,681  12.6  14.9  2.3  
複合サービス事業     2,841  3,339  498  1.0  1.2  0.2  
サービス業（他に分類されないもの） 14,644  15,630  986  5.1  5.6  0.5  
公務（他に分類されるものを除く） 13,598  13,933  335  4.7  5.0  0.2  
  分類不能の産業     15,614 8,664  -6,950  5.4  3.1 -2.3 
表 6 鳥取県の産業別 15 歳以上就業者数（2010 年、2015 年） 










販売農家注46は、2000 年 29,117 戸が、2015年には 17,846 戸となり 11,271戸も減少した注








表 7 鳥取県の農業・林業・水産業に関する指標 
指標名 全国 鳥取県 順位 
農業算出額（2014 年） 
（農業就業人口 1 人当たり） 
4,020 千円 2,499 千円 39位 
農家世帯割合（2015 年） 3.8% 11.9% 3位 
林業算出額（2017 年） 44,847 千万円 310 千万円 31位 
海面漁業算出額（2017年） 192 億円 192 億円 15位 
出所）鳥取県（2020）、前掲書、pp8-9に基づいて筆者作成 
                                                     








































第 1位 千葉県 32,000 熊本県 47,000 鳥取県 4,055 
第 2位 茨城県 23,400 千葉県 39,000 鹿児島県 2,411 
第 3位 栃木県 19,000 山形県 32,200 宮崎県 2,032 
第 4位 福島県 18,900 鳥取県 20,600 沖縄県 495 
第 5位 鳥取県 18,400 長野県 19,300 徳島県 462 
出所）鳥取県（2020）、前掲書、p8に基づいて筆者作成 




林業は、2009 年から 2018 年までの素材生産量の推移を見ると、若干の増加傾向となって
いる（図７参照）。2018年は、木材の内訳としてスギが約 65％、ヒノキが約 25％となって













2017年の海面漁業漁獲量は 7万 4,191ｔで、2016 年と比べ７万 2,981ｔ増加した。海面漁
獲算出額の割合の上位は、ずわいがに、いか類、あじ類となっている（図８参照）。 





                                                     
注48 農林水産省「2018年林業算出額及び生産林業所得累年統計都道府県別統計表鳥取（昭和 61年～平成 30年）」
〔https://www.e-stat.go.jp/stat-
search/files?page=1&layout=datalist&toukei=00500207&tstat=000001015620&cycle=7&year=20180&month=0&tclass1=0000010
37366&tclass2=000001072586〕（最終閲覧日：2020年 12月 28日） 
注49 鳥取県（2020）、前掲書、p9 
出所）農林水産省「林業算出額及び生産林業所得累年統計都道府県別統計表鳥取（昭和 61 年～平成 30 年）」に基づいて筆者作成 















2018年の鳥取県内の製造業の事業所数は 825事業所、従業者数は 33,874 人となっている
注50。2002年、1兆 258 億円だった製造品出荷額は、2017 年には、8,040に億円減少した（図
９、10参照）。製造品出荷額等の構成比では、2002 年に最も大きな割合を占めていた電子部
品・デバイスが減少し、2017年には食料・飲料が１番大きな割合を占めた。出荷額も電子








                                                     
注50 鳥取県（2020）、前掲書、p10 
出所）鳥取県（2020）、前掲書、p9に基づいて筆者作成 



























  2002年 2017年 増減額 
食料・飲料 2,288  1,817  ▲ 471 
電子部品・デバイス 2,965  1,713  ▲ 1,252 
パルプ・紙 862  1,005  143 




図 9 2002 年鳥取県の産業別製造品出荷額等の構成比 
図 10 2017 年鳥取県の産業別製造品出荷額等の構成比 
 







販売額が 18,378 千円（16位）と全国平均より 579 千円低くなっている（表 11 参照）。 
 ただし、人口減少も要因となり卸売業・小売業ともに減少傾向である。特に、小売業は、
2002 年と 2016年とを比較して、事業所数が 1,891 事業所、従業員数は 5,520 人、年間商品
販売額も 49,920百万円減少している（表 12 参照）。 
 





指標名 全国 鳥取県 順位 
卸売業事業所数 364,814事業所 1,585 事業所 47 位 
卸売業従業員総数 3,941,646 人 12,837 人 47 位 
年間商品販売額 436,522,525 百万円 702,934百万円 47 位 
卸売業事業所数（人口千人当たり） 2.87 事業所 2.78 事業所 23 位 
指標名 全国 鳥取県 順位 
小売業事業所数 990,246 事業所 5,353事業所 47位 
小売業従業員総数 7,654,443人 34,299 人 47位 
年間商品販売額 145,103,822 百万円 630,352 百万円 47位 
売場面積 135,343,693 ㎡ 815,424 ㎡ 45位 
小売業事業所数（人口千人当たり） 7.80事業所 9.39事業所 19位 
小売業の年間商品販売額（従業員 1 人当たり） 18,957 千円 18,378 千円 16位 
表 11  2015 年鳥取県の小売業に関する指標 
出所）総務省、同上、p13 と鳥取県（2020）、前掲書、p12 基づいて筆者作成 
出所）総務省「平成２８年経済センサス-活動調査 産業別集計（卸売業,小売業）産業編（都道府県表）」統計表データと鳥取県（2020）、前掲書、p12 に基づいて筆者作成 
表 10 2015年鳥取県の卸売業に関する指標 
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表 12 鳥取県の卸売業・小売業の推移（2002-2016 年） 
年次 














2002年 1,642 15,512 827,005 7,244 39,819 680,272 833,406 
2004年 1,610 14,464 830,658 6,872 37,458 647,755 854,521 
2007年 1,520 13,189 712,542 6,250 36,841 635,614 886,263 
2012年 1,567 12,225 569,817 5,649 33,838 538,323 794,701 
2014年 1,667 12,471 619,057 5,504 34,831 543,780 783,664 
2016年 1,585 12,837 702,934 5,353 34,299 630,352 815,424 
増減 ▲ 57 ▲ 2,675 ▲ 124,071 ▲ 1,891 ▲ 5,520 ▲ 49,920 ▲ 17,982 
   
 
卸売業の年間商品販売額は、農畜産物・水産物が 21.1％と最も多く、次いで食料・飲料





































図 11 2015年鳥取県の卸売業年間商品販売額構成比 
図 12 2015年鳥取県の小売業年間商品販売額構成比 
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者が占める割合は、東部地区 21.4％、中部地区 21.9％、西部地区 20.8％と大きな差はな
い。 























鳥取県 280,925 24,671 59,764 187,826 
鳥取市 93,021 5,219  19,037  64,810  
岩美町 5,469 661  1,435  3,354  
若桜町 1,528 198  433  886  
智頭町 3,383 395  1,118  1,863  
八頭町 8,934 1,513  2,108  5,140  
東部地区 112,335 7,986  24,131  76,053  
東部地区/鳥取県産業別総数 40.0% 32.4% 40.4% 40.5% 
倉吉市 23,953 2,393  5,310  15,876  
三朝町 3,277 523  613  2,140  
湯梨浜町 8,555 1,258  1,786  5,491  
琴浦町 9,114 1,943  2,175  4,818  
北栄町 8,004 1,795  1,664  4,390  
中部地区 52,903 7,912 11,548 32,715 
中部地区/鳥取県産業別総数 18.8% 32.1% 19.3% 17.4% 
米子市 71,479 2,451  14,219  51,799  
境港市 16,507 667  4,186  11,289  
日吉津村 1,793 142  389  1,232  
大山町 8,821 2,252  1,688  4,753  
南部町 5,563 715  1,382  3,358  
伯耆町 5,825 952  1,159  3,615  
日南町 2,425 809  417  1,194  
日野町 1,610 312  322  950  
江府町 1,664 473  323  868  
西部地区 115,687 8,773 24,085 79,058 




























ア.  国の法令又は県の条例その他これらに準ずるものに基づく指定等により公告されて 
いる（国の史跡指定を受けている、県の重要文化財に指定されている等） 
                                                     
注54 鳥取県では、地域資源を地域産業資源と呼ぶ。本研究では、地域資源と地域産業資源を同義語とする。 
































二十世紀梨 花御所柿 梨 西条柿 サワラ イワシ 日南の水 智頭杉 砂丘のらっきょう がぶりこスイカ 
富有柿 ハタケシメジ アジ 猪、鹿 中海の海藻 さつまいも 極実スイカ 白ネギ タマノカンザシ ブロッコリー 
きのこ ばばちゃん 自然薯 鮎 トトリコ豚 ヒノキ モサエビ 砂丘長いも トビウオ（あご） プリンスメロン 
しいたけ シジミ ホンモロコ 東伯牛 ギンザケ 大山こむぎ 広留野大根 芝 ねばりっこ ブルーベリー 
岩ガキ 鳥取和牛 鳥取県の米 人参（冬人参） トマト マグロ 杉 竹 砂丘ぶどう 野花豊後 
関金わさび エキナセア イチゴ カレイ にんにく サバ 浜綿 生姜 ベニズワイガニ 鳥取地鶏 
ハタハタ サザエ ホタルイカ 倉吉スイカ シロイカ 松葉ガニ ヒラメ 大栄西瓜 とっとり琴浦グランサーモン 
鉱工業品又は鉱工業品の生産に係る技術（62資源） 因州和紙 
豆腐 藍染め 流しびな 延興寺焼 サバの加工品 地ビール おいり 布勢の清水 とうふちくわ 海鮮丼 
大山おこわ 大山友禅染 麒麟獅子 因久山焼 水産練製品 あごちくわ あんぽ柿 宇野地蔵ダキ アジの加工品 淀江の名水 
乳製品 弓浜絣 和太鼓 岩井窯 氷温食品 鳥取カレー 砂たまご 地蔵滝の泉 木彫人形十二支 大山の土 
浦富焼 倉吉絣 牛ノ戸焼 ＬＥＤ 金属製品 豚肉加工品 鹿野そば 大山の伏流水 法勝寺焼松花窯 健康茶 
竹細工 淀江傘 因州・中井窯 液晶製品 鳥取の日本酒 コーヒー 日野そば 奥大山の水 法勝寺焼皆生窯 皮革製品 
きのこ類から抽出されるβグルカン 魚のうろこから抽出されるコラーゲン もずくから抽出されるフコイダン キャラクターグッズ 
廃プラ、廃ガラス再生製品 カニ殻から抽出されるキチン、キトサン 因幡のミネラルウォーター（地下水、湧水） 日南ＬＶＬ（単板積層材） 
文化財、自然の風景地、温泉その他の地域の観光資源（115資源） 鳥取砂丘 山陰海岸 雨滝 
三朝温泉 浦富海岸 大山滝 がいな祭 しゃんしゃん祭り 水郷祭 湯命館 白壁土蔵群 
皆生温泉 白兎海岸 三徳山 打吹まつり 流し雛 城下町鹿野 コナン通り 池田家墓所 
岩井温泉 弓ヶ浜（海岸） 大山 みなと祭 陣所（花湯まつり） 米子城跡 八上姫公園 板井原集落 
東郷温泉 浦富海水浴場 奥大山 一式飾り 燕趙園 鳥取城跡 金持神社 芦津渓谷 
はわい温泉 ハワイ海水浴場 氷ノ山 江尾十七夜 潮風の丘 水鳥公園 大山寺 小鹿渓 
吉岡温泉 湖山池 那岐山 宇倍神社例大祭 日南町美術館 竹林公園 鳴り砂 横尾棚田 
鳥取温泉 大山池 扇ノ山 大山紅葉祭り とっとり花回廊 お台場公園 しゃんしゃん傘 若桜鉄道 
鹿野温泉 東郷湖 船上山 三徳山炎の祭典 仁風閣 淀江の史跡 麒麟獅子 若桜鬼ヶ城跡 
浜村温泉 緑水湖 久松山 賀露神社の祭り あおや和紙工房 由良台場跡 二十世紀梨農園 不動院岩屋堂 
関金温泉 中海 桝水高原 酒津のトンドウ 流しびなの巻 青谷上寺地遺跡 はこた人形 豊田家住宅 
智頭街道宿場町 水車の郷体験工房 植田正治写真美術館 わらべ館 石谷家住宅 鳥取県の星空 鳴り石の浜 大石見神社 
漫画・漫画王国 唐川カキツバタ群落 青谷上寺地遺跡展示館 大山ペンション村 日韓友好交流公園 倉吉せきがね里見祭り、里見氏関連史跡 
牧谷カキツバタ群落 さじアストロパーク 山陰道－蒲生峠越 北条オートキャンプ場 福岡神社（蛸舞式）神事 水木しげるロード（水木しげる記念館 
SUN-IN 未来ウォーク 鳥取砂丘砂の美術館 打吹山、打吹公園、飛龍閣 ふるさとかかしの里 八頭フルーツの里 すいか・ながいも健康マラソン大会 
グラウンド・ゴルフ 山陰海岸ジオパーク 加茂川の地蔵群 ノルディックウオーク 若桜駅周辺の町並み 米子下町（旧加茂川周辺） 
出所）鳥取県商工労働部産業振興課「地域産業資源活用事業の促進に関する基本方針 に基づく鳥取県の地域産業資源」に基づいて筆者作成 
図 13 鳥取県地域産業資源一覧注56 
                                                     
注56 鳥取県商工労働部産業振興課「地域産業資源活用事業の促進に関する基本方針 に基づく鳥取県の地域産業資源」






するといっても過言ではない。鳥取県の人口は全国 47 位、県民所得全国 46位、企業の総生
産額は全国 45位、事業所数全国 47位、従業員数 47位、付加価値額 47位と経済力が弱い県
である。鳥取県の１事業所当たり付加価値額は 33,488 千万円で全国平均 51,897 千円と比較
して低く、その差１事業所当たり▲18,409 千円となっている（表 14 参照）。 





表 15 2019年度鳥取県と全国の工業統計比較 




































                                                     
注57 総務省・経済産業省「平成 28年経済センサス‐活動調査産業横断的集計」〔https://www.stat.go.jp/data/e-
census/2016/kekka/pdf/k_gaiyo.pdf〕（最終閲覧日：2021年 1月 15日） 
注58 鳥取県統計課「2019年工業統計調査」〔https://www.pref.tottori.lg.jp/secure/1141273/com_h29_zenbun.pdf〕（最終閲
覧日：2020年 4月 29日） 













































































                                                     
注61 小田切宏之（2016）『イノベーション時代の競争政策‐研究・特許・プラットフォームの法と経済』有斐閣、p1 
注62 小川正博（2017）『情報技術と中小企業のイノベーション』御茶の水書房、p6 



























































（Durchsetzung Neuer Kombinationen）という定義によって与えられる」注72としている。 
                                                     


























                                                     
注73 文部科学省「平成 24年度 年次経済財政報告第 1章第 3節持続的成長への課題」 





























































































                                                     


























                                                     
注89 Japan Innovation Network、前掲書、p19 
注90 フィリップ・コトラー・高岡浩三、前掲書、p155 



























                                                     
注93 P.F.ドラッカー著、上田惇生訳、前掲書、pp107‐110 

































































出所）Abernatby and Clark(1985)；一橋大学イノベーション研究センター（2001）が作成『イノベーション・マネジメント入門』日本経済新聞社、2001、p58 










































表 16 イノベーションの阻害要因（対全企業、単位：％） 
 全体 小規模企業 中規模企業 大規模企業 
内部資金の不足 36 37 31 28 
外部資金の調達が困難 24 25 21 16 
能力のある従業者の不足 61 61 62 57 
協力相手の発見が困難 39 39 40 33 
助成金・補助金の獲得が困難 26 26 25 19 
新製品・サービスへの需要が不確実 44 43 46 49 
市場の競争が激しい 48 47 50 50 
過去に実現したイノベーションで足りる 27 26 30 30 
市場での競争がほとんどない 33 34 31 24 
良いアイデアの不足 53 52 54 54 
既存顧客から安定的な発注がある 46 46 47 44 
技術力やノウハウの限界 49 50 50 47 
目先の売上・利益の追求 53 53 55 53 
注：小規模企業は常用雇用者数 10人以上 49人以下の企業、中規模企業は同 50人以上 249人以下の企業、大規模企業は 250人
以上の企業。 



























































る。英語では、精神を spirit, mind, soul などの単語を用いられる。シップ（ship）は、
Leadership(指導者の統率力)、Scholarship(学識,奨学金) 、Relationship(関係性)、
Membership(会員であること)など「～の在り方」を意味する。それ故に、シップ（ship）の
                                                     
注 108  米倉誠一郎・清水洋「企業家精神に関する２つの大きな誤解とアントレプレナーシップのスキル化」、
































表 17 主要な企業家概念 




J.B.セイ 1803 他者を結びつけて生産的な組織体を形成する行為者 
















T.W.シュルツ 1980 不均衡に対処する能力をもつ者 



































図 15  企業家の種類 
































注117 清水龍瑩（1995）「経営者の人事評価（Ⅱ）‐経営者能力‐」『三田商学研究』第 38巻第 4号、p6 
注118 一橋大学イノベーション研究センター、前掲書、p63 























表 18 企業家に関する研究アプローチ 
                                                     





























                                                     
注122 佐藤善信、前掲書、p55 
注123 同上、pp55-63 











































































































































Democracy Work（哲学する民主主義）」（1993）、「孤独なボウリング（Bowling Along: The 
Collapse and Revival of American Community）」（2000）であった。パットナムの著書
「Making Democracy Work（哲学する民主主義）」（1993）を和訳した河田潤一は、同書の中
で、Social Capitalを社会資本とした。だが、2002 年 OECD が発表した日本語版報告書で
は、ソーシャル・キャピタルは、社会的資本と訳された。その後、2004年の大守等の研究
発表などで社会関係資本という用語に統一されるようになった注137。パットナムの著書
「Bowling Alone（孤独なボウリング）」（2000）の訳者をした柴内康文が 2006 年に翻訳した
際、ルビ上に社会関係資本を（ソーシャル・キャピタル）注138と表記した。以降、ソーシャ
ル・キャピタルは、日本語で社会関係資本が定訳となっている。 
                                                     
























表 20 ソーシャル・キャピタルの定義・概念の歴史的変遷 















































































（ Organization for Economic 























































































































































































































信頼 特定化信頼 一般的信頼 ガバナンスへの信頼 
規範 特定化互酬性 一般的互酬性 資源，資金的支援 
ネットワーク 閉鎖的，垂直的 開放的，水平的 垂直的 
出所）志賀文哉（2017）「ソーシャル・キャピタルの展開と有用性」『富山大学人間発達科学部紀要』 12(1)、p131 に基づいて筆者作成 















































































































































































2020 年 8月 21日 本社 
Ｚ 部長 
中部地区 Ｂ Ｂ社 代表取締役社長 2020 年 9月 25日 本社 
西部地区 Ｃ Ｃ社 代表取締役社長 2020 年 7月 31日 本社 
表 21 インタビュー調査企業一覧 











経研究所）の中から、鳥取県に本社のある企業で創業歴 10年以上、従業員数 10 名以上の 347
社を抽出した。そのうち、製造業、食品加工業に分類されている企業に絞り込んだうえ、商
工会議所、商工会連合会の支援専門員から直接得た情報により、卸売業から製造業へ６次産
業の取り組みを行う企業などを加えた 170 社を対象とした。 
この 170 社に対して、2020 年 5 月 31 日に鳥取県企業のイノベーションと地域性について
の調査のタイトルでアンケート調査を郵送した。回答期限である 2020 年 6 月 30 日に 54 社
（有効回答率は 31.8％）から回答を得た。 
東部地区には、67 社に郵送し 20 社（回答率 29.8％）から回答があった。中部地区には、
28 社郵送し９社（回答率 32.1％）の回答があった。西部地区には、郵送先が３地区で最も多
い 75社に郵送し 25社（回答率 33.3％）から回答があった（表 22 参照）。 
アンケート調査の回答企業は、３地区とも回答率 30％前後であった。 
表 22 アンケート調査への回答件数と回答率（鳥取県３地区別） 
 地区 
企業 
東部 中部 西部 合計 
郵送先 67 28 75 170 
回答件数 20 ９ 25 54 






数 21-50名の企業 16社（29.6％）となった。従業員数 11-20 名の企業からの回答が、３番




従業員数 201-300 名の西部地区の企業からの回答が１社（1.9％）あった。 
回答企業のうち従業員数 300名を超える企業が、東部、中部、西部の各地区１社ずつあり
合計３社（5.6％）だった（表 23参照）。 
表 23 ３地区におけるアンケート調査の回答企業の従業員数 
地区 
従業員数 
東部 中部 西部 合計 回答率 
11-20 名 5 2 5 12 22.2% 
21-50 名 ７ 3 6 16 29.6% 
51-100 名 5 2 10 17 31.5% 
101-200名 2 1 2 5 9.3% 
201-300名 - - 1 1 1.9% 
300名以上 １ 1 1 3 5.6% 
回答件数 20 9 25 54 100.0% 
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表 24 ３地区におけるアンケート調査の回答企業の業種 
地区 
業種  
東部 中部 西部 合計 回答率 
製造業 10 5 18 33 61.1% 
建設業 1 4 0 5 9.3% 
卸売・小売業 3 - 3 6 11.1% 
情報通信・情報サービス業 1 - - 1 1.9% 
製造業+卸売・小売業 2 - 4 6 11.1% 
製造業+建設業 1 - - 1 1.9% 
宿泊・飲食 1 - - 1 1.9% 
農業 1 - - 1 1.9% 








図 18  これまでにどのようなイノベーションに取り組んだことがあるか 
回答企業 54 社のうち 44 社（81.5％）の企業がイノベーションに取り組んでいた。また、





































売上が伸び悩み、このままでは成長が望めないと思ったから 22 50.0% 
取引先から新事業進出、新製品開発等を求められ、自社として取り組んだ 16 36.4% 
環境の変化・法律・規制・業界標準等の改正により、対応する必要性に迫られたから 13 29.5% 
取引先から新しい原材料・供給源等を紹介され、自社として取り組んだ 8 18.2% 
大学・研究機関との共同研究等に取り組んだ 8 18.2% 
人手が不十分であり、新しい組織改革・人材育成に取り組まざるを得なかったから 8 18.2% 
大企業の下請け的な仕事ばかりで、このままでは成長が望めないと思ったから 8 18.2% 
支援機関、金融機関、専門家等から紹介された外部機関と共同研究等に取り組んだ 3 6.8% 
その他 3 6.8% 
合計 114  
社内独自の努力で、新事業進出、新技術・新製品開発、新しい生産方式の導入、新しい原材
料・供給源の獲得等があったから取り組んだとする回答が 25 社(56.8%)と最も多かった。次






















新しい市場・顧客を獲得できた 28 63.6% 
売上が増加した 25 56.8% 
製品・サービス等の事業ラインナップが拡充した 21 47.7% 
利益が増加した 21 47.7% 
製品・サービスの質が向上した 16 36.4% 
市場シェアが拡大した 15 34.1% 
新しい組織・職場環境ができた 12 27.3% 
生産性が向上した   11 25.0% 
人材育成につながった 10 22.7% 
従業員の労務環境や安全面が向上した 9 20.5% 
新しい素材・仕入先を獲得できた 8 18.2% 
労働コストが減少した 7 15.9% 
柔軟な生産体制になった 6 13.6% 
特許権など知的財産権を取得できた 5 11.4% 
原材料コストが減少した 3 6.8% 
業界標準に対応できた 1 2.3% 
その他 1 2.3% 
合計 199  
イノベーションに取り組んだ結果、新しい市場・顧客を獲得できたと回答した企業が 28 社




































一部、目標を達成できた 29 69.0% 
当初目標をほぼ達成できた 8 19.0％ 
わからない 2 5.8％ 
取り組んでみたものの、あまり効果はなかった 2 5.8％ 
ほとんど効果はなかった 1 2.4％ 
合計 44 100％ 




















経営者の考え・方針の浸透 24 64.9% 
従業員と経営者の連携 22 59.5% 
トップダウンでの意思決定 16 43.2% 
経営者による創意工夫 14 37.8% 
従業員による創意工夫 11 29.7% 
能力のある人の中途採用 10  27.0% 
定期的な従業員教育制度 ９ 24.3% 
新規事業・研究開発部門の設置 ７ 18.9% 
大学や研究機関との連携 ６ 16.2% 
他企業との積極的な連携 ６ 16.2% 
ボトムアップでの組織体制 ４ 10.8% 
支援機関（商工団体等）、金融機関、専門家等との積極的な連携 ４ 10.8% 
社内でのアイデアなどの公募制度 ３ 8.1% 
金銭的な報奨制度 ２ 5.4% 
人事評価としての優遇制度 ２ 5.4% 
その他 １ 2.7% 
イノベーションに取り組んだ結果について、目標達成した（含む、満足）と回答した企業
37 社のうち、経営者の考え・方針の浸透で目標達成できたと回答した企業が 24社（64.9％）、
従業員と経営者の連携 22 社（59.5％）、トップダウンでの意思決定 16 社（43.2％）、経営者























表 29 イノベーションを達成した役員、従業員にどのような褒賞を提供したか 
イノベーションを達成した役員、従業員に対する褒賞として、特に何もないとする回答が



















特に何もない 18 40.9% 
わずかだが金銭的な褒賞を与えた 10 22.7% 
昇進として褒賞を与えた 10 22.7% 
かなりの金銭的褒賞を与えた ７ 15.9% 
飲食での褒賞を与えた ３ 6.8% 
休日・休暇として褒賞を与えた ０ 0.0% 
物品での褒賞を与えた ０ 0.0% 






図 19 イノベーション実現のため資金の調達はどうしたか 
 




































良いアイデアの不足 ６ 60.0% 
何をしてよいのかわからない ５ 50.0% 
経営者自身の経営方針 ４ 40.0% 
目先の売上・利益の追求 ４ 40.0% 
能力のある従業員の不足 ４ 40.0% 
現状のままで業績が安定しており、必要性を感じない ３ 30.0% 
組織内の風土 ３ 30.0% 
技術力やノウハウの限界 ３ 30.0% 
資金的な問題 ２ 20.0% 
情報提供者（支援者・支援機関など）の不足 ２ 20.0% 
都会との情報格差 １ 10.0% 
協力相手の発見が困難 1 10.0% 
その他 1 10.0% 
企業の地理的条件 0 0.0% 
地域の風土 0 0.0% 
法律などの規制 0 0.0% 
大学,研究機関との連携不足 0 0.0% 


















表 31 今後イノベーションに取り組む予定・計画等はあるか（3 地区別） 
  東部 中部 西部 
ぜひ取り組んでみたい - １ １ 
取り組んでみたい ３ - １ 
あまり取り組もうとは思わない １ - １ 
わからない ２ - - 
合計 ６ １ ３ 
３地区のアンケート回答企業のうちイノベーションに取り組んでいない企業は、東部地区





図 20 今後イノベーションに取り組む予定・計画等はあるか 
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表 32 イノベーションに取り組んでいない企業で、強く取り組みを希望する企業のコメント 
地区 業種 従業員数 取り組めていない理由 
中部地区 製造業 21～50名 ・何をしてよいか分からない 
・能力のある従業員の不足 























表 33 イノベーションに取り組んでいない企業で、取り組みを希望する企業のコメント 
地区 業種 従業員数 取り組めていない理由 


















西部地区 製造業 51～100名 ・何をしてよいか分からない 
・良いアイデアの不足 
 イノベーションに取り組んでいない企業で、イノベーションの取り組みを希望する東部地










表 34 イノベーションに取り組んでいない企業で、取り組みを希望しない企業のコメント 
地区 業種 従業員数 取り組めていない理由 
東部地区 製造業 101～200名 ・経営者の方針 








表 35 イノベーション取り組んでいない企業で、分からないと回答した企業のコメント 
地区 業種 従業員数 取り組めていない理由 
東部地区 製造業 21～50名 ・現状のままで業績が安定しており、必要性を
感じない 
・何をしてよいのかわからない 


















表 36 イノベーションを意識して経営をしているか 
 

















常に意識している 28 51.9% 
意識はしている 18 33.3% 
あまり意識していない ６ 11.1% 
全く意識していない ２ 3.7% 
わからない ０ 0.0% 









実施企業 16社（32.7％）、服装の自由化の実施企業 14 社（28.6％）が続いた。 
一方、社内のフリードレス５社（10.2％）、勤務場所の柔軟化９社（18.4％）、兼業や副業の












回答項目 実施している 回答率 実施していない 回答率 
① 社内のフリーアドレス（固定席を持たない）                     ５ 10.2% 44 89.8% 
② 勤務場所の柔軟化（テレワークも含む） ９ 18.4% 40 81.6% 
③ 勤務時間の柔軟化 16 32.7% 33 67.3% 
④ 勤務中の服装の自由化・柔軟化 14 28.6% 35 71.4% 
⑤ 兼業や副業の許可 ９ 18.4% 40 81.6% 

















既存の価値観に対して疑問を持つこと 22 12 9 43 84.3% 
自分とは異なる背景や考え方をもつ人たち
と 積極的にネットワークを築くこと 
７ 10 ５ 22 43.1% 
自分の専門領域に限らず、 様々な物事に
対して関心を持つこと 
５ ５ ６ 16 31.4% 
物事を進めるうえで他の人を巻き込むこと ‐  ５ 11 16 31.4% 
物事の課題の本質を捉えたうえで、 独創
的な解決策を自ら導き出すこと 
５ ８ ２ 15 29.4% 
自分の考えを深めるために、 他の人の意
見を積極的に聞くこと 
６ ２ ３ 11 21.6% 
自力で模索した課題に対する 解決策を実
行に移すこと 
４ １ ５ 10 19.6% 
自分の取り組を改善するために、 これま
で行ってきたことを見直すこと 
１ ５ ３ ９ 17.6% 
自分の知りたいことを徹底的に知ろうとす
ること 
‐  ３ ４ ７ 13.7% 
自らが立てた目標の達成に向けて、 諦め
ずに粘り強く取り組むこと 
‐ ‐  ２ ２ 3.9% 
その他 １ ‐  １ ２ 3.9% 
合計 51 51 51 153  
既存の価値観に対して疑問を持つこと 43社（84.3％）、自分とは異なる背景や考え方をも
つ人たちと積極的にネットワークを築くこと 22社（43.1％）、自分の専門領域に限らず様々






























本社 回答数 本社のみ 東部地区 中部地区 西部地区 県外 県外（含海外） 
東部地区 20 10  ３ ５ ４ ２ 
中部地区 9 7 1  ２ ２ 0 
西部地区 25 15 1 1  ８ ２ 
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図 21  鳥取県 3地区でビジネス面での市場環境の認識 
回答企業 54 社中 28 社（51.9％）が、３地区で多少違うとする回答が最も多かった。次い




表 40 鳥取県 3地区でビジネス面での市場環境の認識（3地区別） 
  
イノベーションに取り組み イノベーションに未取り組み 
東部 中部 西部 東部 中部 西部 
３地区で全く違う ７ ２ ２ -  -  -  
３地区で多少違う ４ ４ 12 ４ １ ３ 
３地区であまり変わりはない １ １ ４ １ -  -  
３地区で変わりは全くない １ - 1 １ -  -  
 以前は変わっていたが、今は変わりない -  -  -  -  -  -  
 その他 １ １ ３ -  -  -  
東部地区のイノベーション取り組み企業 14 社のうち７社（50％）が、３地区で全く違うと








表 41 鳥取県３地区でのビジネス面での違いの詳細 
         (n=39) 
 第 1位 第２位 第３位 合計 
（n=39） 
回答率 
地域 東部 中部 西部 東部 中部 西部 東部 中部 西部 
商圏 7 1 4 1 1 3 5 1 2 25 64.1% 
土地の人柄 3 2 4 5 1 2 1 2 4 24 61.5% 
土地の風土 2 2 3 0 3 5 2 1 3 21 53.8% 
企業数 0 1 1 2 1 2 1 2 3 13 33.3% 
人口 1 1 1 2 1 1 2 0 1 10 25.6% 
交通機関 1 0 2 2 0 1 1 0 1 8 20.5% 
地域資源 0 0 1 2 0 2 2 0 0 7 17.9% 
天然資源 1 0 1 0 0 0 1 0 1 4 10.3% 
習慣 0 0 0 0 0 1 0 0 2 3 7.7% 
政治力 0 0 0 1 0 0 0 1 0 2 5.1% 
教育機関 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 
年齢層 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 
その他 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0.0% 
鳥取県３地区でビジネス面での違いを感じていると回答した企業 39 社のうち、商圏 25 社

























西部地区 ５ ２ 14 21 38.9% 
東部地区 ４ ４ ４ 12 22.2% 
３地区とも恵まれていない ６ １ ２ 9 16.7% 
どこでも変わらない ２ - ２ 4 7.4% 
中部地区 - １ １ 2 3.7% 
ビジネスによって違う １ １ - 2 3.7% 
回答なし - - ２ 2 3.7% 
３地区とも恵まれている １ - - 1 1.9% 
わからない １ - - 1 1.9% 























ある程度チャレンジしやすい環境 19 35.9% 
どちらかと言えばチャレンジしにくい環境 12 22.6% 
どちらでもない 12 22.6% 
かなりチャレンジしやすい環境 8 15.1% 
極めてチャレンジしにくい環境 ２ 3.8% 
合計 53 100.0% 
53社回答のうち、鳥取県をかなりチャンジンしやすい環境と回答した企業 8社（15.1％）、




いた。また、どちらでもないと 12社（22.6％）が回答した（表 43参照）。 
イノベーション取り組み企業 44社に限れば、かなりチャンジンしやすい環境 8社（18.1％）、
ある程度チャレンジしやすい環境 16 社（36.4％）と合わせて 24 社（54.5％）が鳥取県をチ
ャレンジしやすい環境と考えていた。 








ある程度チャレンジしやすい環境 ３ 30.0% 
どちらでもない ３ 30.0% 
どちらかと言えばチャレンジしにくい環境 ４ 40.0% 
合計 10 100.0% 
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問 19．問 18で① かなりチャレンジしやすい環境、② ある程度チャレンジしやすい環境 
に回答した企業で、鳥取県が新しいことにチャレンジしやすい要因は？（上位３つ回答） 












行政の支援制度  15 ５ ２ 22 81.5% 
鳥取県の地域資源 ３ ５ ４ 12 44.4% 
競合他社が少ない ２ ４ ５ 11 40.7% 
金融機関の支援制度 ‐ ３ ４ 7 25.9% 
土地代が安い ２ ３ ‐ 5 18.5% 
人件費が安い ‐ ２ ３ 5 18.5% 
鳥取県の自然条件 ２ １ ２ 5 18.5% 
鳥取県の県民性 ‐ ２ ４ 6 22.2% 
人口が少ない ‐ １ ２ 3 11.1% 
鳥取県の地理 １ １ ‐ 2 7.4% 
教育機関が整っている １ ‐ ‐ 1 3.7% 
情報量が豊富 １ ‐ ‐ 1 3.7% 
住民同士の関係性が良い   ‐ ‐ ‐ 0 0.0% 
物価が安い ‐ ‐ ‐ 0 0.0% 
競合他社が多い ‐ ‐ ‐ 0 0.0% 
その他 ‐ ‐ １ 1 3.7% 
合計 27 27 27 81 100.0% 
問 18（表 43参照）で、新しいことにチャレンジしやすいと回答した企業 27社のうち 22 社
（81.5％）が、鳥取県の行政の支援制度がチャレンジする環境する要因とする回答が多かっ
た。次いで、鳥取県の地域資源 12社（44.4％）、競合他社の少なさ 11 社（40.7％）が上位の























取引先とのネットワーク 11 ８ ５ 24 46.2% 
行政とのネットワーク ８ ７ ７ 22 42.3% 
同業者とのネットワーク ８ ８ ５ 21 40.4% 
異業種間とのネットワーク ５ ４ ８ 17 32.7% 
顧客とのネットワーク ７ ７ ２ 16 30.8% 
県外事業者とのネットワーク ６ ４ ３ 13 25.0% 
金融機関とのネットワーク  １ ４ ５ 10 19.2% 
教育機関とのネットワーク ３ ３ ‐ ６ 11.5% 
商工団体とのネットワーク ‐ ２ ４ ６ 11.5% 
職場内のネットワーク １ ‐ ４ ５ 9.6% 
外部支援者のネットワーク １ １ ‐ ２ 3.8% 
地縁的のネットワーク １ ‐ ‐ １ 1.9% 
県内事業者のネットワーク ‐ １ ０ １ 1.9% 
知人・友人のネットワーク ‐ ‐ １ １ 1.9% 
その他（JETRO） ‐ ‐ １ １ 1.9% 
家族・親戚のネットワーク ‐ ‐ ‐ 0 0.0% 
同窓会のネットワーク ‐ ‐ ‐ 0 0.0% 
前職のネットワーク ‐ ‐   0 0.0% 
無回答 - 3 7 10 19.2% 
合計 52  52 52 156 100.0% 





























ときどき会う＝月 1回未満～年 2回以上 22 41.5% 
よく会う＝週２回未満～月１回以上 12 22.6% 
めったに会わない＝年１回以上 ９ 17.0% 
頻繁に会う＝少なくとも週２回以上 ５ 9.4% 
ほとんど会わない＝年 1回未満 ３ 5.7% 
会ったことがない １ 1.9% 
その他 １ 1.9% 
合計 53 100.0% 
イノベーションの鍵となるネットワークとは、ときどき会う（月 1回未満～年 2回以上）




（9.4％）と、週 2回～月 1回以上の接触頻度の高い回答が 17社（32.0％）となった（表
47 参照）。 
結果、イノベーションの鍵となるネットワークとの接触頻度は： 












表 48 イノベーションの鍵となるネットワークからの便益 
イノベーションの鍵となるネットワークの便益として、第 1 位として、取引先・営業先紹
介 15社（32.6％）、事業のアイデア 11社（23.9％）、業界情報の獲得・助言 8社（17.4％）
専門知識の獲得・助言 6 社（13.0％）が上位の回答となった。全体の回答として、取引先・
営業先紹介 28 社（60.9％）と最も多かった（表 48 参照）。これは、イノベーションの取り
組み後、すぐに利益に繋がるネットワークが鍵と考えていると思われる。 


















取引先・営業先紹介 15 ８ ５ 28 60.9% 
事業のアイデア 11 ３ 10 24 52.2% 
専門知識の獲得・助言 ６ 10 ８ 24 52.2% 
業界情報の獲得・助言 ８ 10 １ 19 41.3% 
経営全般への支援・助言 １ ４ ２ ７ 15.2% 
製造委託先などの紹介 １ ３ ３ ７ 15.2% 
従業員等の人材紹介 ‐ １ ６ ７ 15.2% 
精神的サポート 1 ２ ３ ６ 13.0% 
連携先とのマッチング ‐ ２ ３ ５ 10.9% 
資金調達、調達先の紹介  1 ‐ ２ ３ 6.5% 
その他 ２ ‐ ‐ ２ 4.3% 
無回答 - ３ ３ ６ 13.0% 










既に、地域産業資源を活かした経営を行っている 22 41.5% 
今は、地域産業資源の活用に興味はない 11 20.8% 
将来的に、地域産業資源の活用を活かした事業を検討している ７ 13.2% 
現在、地域産業資源を活かした事業に取り組み中である ５ 9.4% 
分からない ８ 15.1% 
合計 53 100.0％  
既に、地域産業資源を活かした経営を行っているとする回答が 22社（41.5％）と最も多か
った。現在、地域産業資源を活かした事業に取り組み中と回答する企業が５社（9.4％）、地





表 50 イノベーションに取り組んでいない企業（10 社）の地域資源に対する考え 
問１で、イノベーションは意識しているが、何も取り組めていないと回答した 10社（図 18








将来的に、地域産業資源の活用を活かした事業を検討している １ 10.0% 
今は、地域産業資源に活用に興味はない ５ 50.0% 
分からない ４ 40.0% 








































































回答企業 54 社のうち 44 社（81.5％）の企業がイノベーションに取り組んでいた。イノベ
ーションに取り組んでいると回答した企業の 44 社中 43 社（97.7％）が、新製品の開発、新
しい生産方式の導入、新しい市場・顧客の開拓、新しい原材料・供給源の獲得、新しい組織形
態の導入の中に１つだけの取り組みだけでなく、複数のイノベーションに取り組んでいると



























の考え・方針の浸透 24 社（64.9％）、従業員と経営者の連携 22 社（59.5％）、トップダウン





































第 3位）の要因を合わせると回答数 8割以上を超える 22社（81.5％）が行政の支援制度と回
























アンケート回答企業 54社のうち 39社（72.2％）、鳥取県は 3地区でビジネス面に違いを感
































なるネットワークと、週 2回～月 1回以上のよく会う回答は全体の 17社（32.0％）であっ
た。弱い紐帯の理論の通り、鳥取県の中小企業も接触頻度が少ないネットワークからイノベ
ーションの鍵となる情報を得ていると考えていると思われる（表 47 参照）。 
また、イノベーションの鍵となるネットワークの便益として、第 1 位-第 3 位の回答とし
て、取引先・営業先紹介 28 社（60.9％）、事業のアイデア 24 社（52.2％）、専門知識の獲










産業資源を活用している企業は 27社（50.9％）となった（表 49参照）。 
また、イノベーションに取り組んでいない企業（10社）のうち 9社が、地域産業資源活用
に強く興味を持っていないことが分かった（表 50参照）。 
 鳥取県は、新しいことにチャレンジしやすい環境と回答した企業 27 社（表 43 参照）のう

















































































































































                                                     


































中国で売る時代に突入したと確信している。そして、世界中で信頼される Made in Japan は、
車や精密機械のみではなく、食の世界でも輸出する時代がすぐそこまで来ている」と確固た
るビジョンを持っている。Ａ社は、将来を見据えて海外の AE 社・AF社と国内の AD社が連携







































































































                                                     
注172 女性活躍推進法に基づき女性活躍を推進する企業におくられる認定制度で、①採用、②継続就業、③労働時間等の働き























































                                                     
注173 バイオフィリアとは、バイオ＝生命・生き物・自然とフィリア＝愛好・趣味を組み合わせた近年作られた造語 























































































































































































































































































 ① Ｂ社：LPガス製造販売、ガス器具販売、食品販売 
 ② Ⅾ社：食品製造販売、建設業 


































































































































                                                     





















あご出汁の実演販売は、Ｂ社長と女性従業員 1 名の 2 名体制であご出汁の試飲とあご出汁
を使った煮物の試食で PRした。この実演販売には、Ｂ社長が健康関連製品の販売で培ったノ
ウハウが生きた。 
初めてのあご出汁の実演販売は、岡山県の LP ガス事業者 8社が合同で開催するガス展だっ








このビジネススキームでは、あご出汁の販売を独占的に請け負う LP 事業者 1 社が、他の LP
ガス事業者の顧客に対してあご出汁の販売を行う紳士協定（LP ガスの営業はしない約束）が
できていた。結果、イベント終了後、この岡山県の LP 事業者にはあご出汁を購入した顧客か







演を依頼するガス事業者も現れた。結果、2009年から 2011 年にかけて全国 20カ所で講演を
した。そして、講演終了後には、あご出汁の取引を希望するガス事業者が相次いだ。結果、発




































                                                     



























                                                     














































































































































                                                     

















































































                                                     
注185 鳥取県が、「とっとり次世代・地域資源産業育成ファンド基金」事業。2007年より開始、地域資源活用事業と認定されれ
ば、製品の研究開発又は販路開拓に助成する制度。助成率 2/3、助成限度額 3,000千円/12月、助成期間 24月以内。出所）鳥



























































































































































































第７章 Ｃ社  
第 1節 Ｃ社の概要 










































津町（現在の本社）に加工工場（敷地 500 ㎡、建物 1,000㎡）を設立し、1982 年には、個人
事業から法人化し、1 歩 1 歩企業として発展していった。1986 年には、Ｊ氏から実子のＫ氏
（Ｃ社の実父）に経営が継承された。その頃、境港漁港を含む日本海側の紅ズワイガニの年































                                                     
注187 農林水産省「日本海沖合ベニズワイガニ資源回復計画（2005 年 4 月 7 日）」 


























                                                     
注188 注  2008年より鳥取県が主催し、鳥取県産の農林水産物を主原料とした加工食品、又は鳥取県産の農林水産物の特徴を活
かした加工食品で、3年以内に開発・改良された商品の中から、優れた商品を表彰・ＰＲすることにより、新商品の販路開拓
と開発を促すこと目的したコンクール。出所）鳥取県「平成 22年度特産品コンクール 受賞商品」















2007年と 2019年を比較して、Ｃ社の売上構成比率と粗利率は大きく変化した（表 54参照） 
他社 PB 製品の OEM と蟹おこわなどの付加価値の高い自社製品の製造販売は売上の約 60％
を占めるようになり収益構造が大きく変化した。それに伴い、粗利率も 22％から 45％へと大
幅に上がった。 
表 54 Ｃ社の売上高構成比率（2007 年と 2019 年の比較） 
 
                                                     
注189 1988年より、ふるさと食品の品質向上等を目的として、優良な食品について農林水産大臣賞、食料産業局長賞及び一般財
団法人食品産業センター会長賞を授与し、新製品の開発等を奨励するコンクール。出所）一般財団法人食品産業センター「優
良ふるさと食品中央コンクール表彰」〔https://www.shokusan.or.jp/furusato/〕（最終閲覧日：2021 年 1月 10日） 
 脱甲ボイル事業 自社製品販売 他社製品製造 その他 
2007年 99％ - - 1％ 
































2021年 1月 12日） 
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⑤  鳥取県の強みを活かす経営と郷土愛 
Ｃ社長は、鳥取県を新鮮な魚介類や美味しい農産物が取れる素晴らしい県だと認識し、鳥


























































くが取り組めていなかった（表 37 参照）。一方で、３社は全ての項目ではないが、表 37の多
くの項目を取り入れイノベーション実現の職場環境づくりを推進していた。 





                                                     
注194 中小企業庁「中小企業アンケート調査報告人手不足に関する中小企業への影響と対応状況（2017 年 5月 8日）」

























































































































































































































































































































































じていた。現在も、Made in Tottori としてブランディングを行っているが、今後、Ａ社は鳥



























































































































































□ ① 新製品・商品の開発      □ ② 新しい生産方式の導入 
□ ③ 新しい市場・顧客の開拓    □ ④ 新しい原材料・供給源の獲得 
□ ⑤ 新しい組織形態の導入        □ ⑥ 意識はしているが、何も取り組めていない     
※①～⑤と回答した方 → 問 2．へお進み下さい。 




□ ① 売上が伸び悩み、このままでは成長が望めないと思ったから 
□ ② 大企業の下請け的な仕事ばかりで、このままでは成長が望めないと思ったから 
□ ③ 社内独自の努力で、新事業進出、新技術・新製品開発（特許取得等を含む）、 
新しい生産方式の導入、新しい原材料・供給源の獲得等があったから 
□  ④ 取引先から新事業進出、新製品（商品）開発、新市場進出等を求められ、 
自社として取り組んだ 
□ ⑤ 取引先から新しい原材料・供給源の獲得等を紹介され、自社として取り組んだ 
□  ⑥ 大学・研究機関との共同研究等に取り組んだ 
□ ⑦ 支援機関（商工団体等）、金融機関、専門家等から紹介された 
外部機関と共同研究等に取り組んだ 
□ ⑧ 環境の変化・法律・規制・業界標準等の改正により、対応する必要性に迫られた 
□ ⑨ 人手が不十分であり、新しい組織改革・人材育成に取り組まざるを得なかったから 














□ ① 製品・サービス等の事業ラインナップが拡充した  
□  ② 製品・サービスの質が向上した    □ ③ 売上が増加した 
□  ④ 新しい市場・顧客を獲得できた   □ ⑤ 市場シェアが拡大した 
□  ⑥ 利益が増加した                 □ ⑦ 特許権など知的財産権を取得できた 
□ ⑧ 生産性が向上した               □  ⑨ 柔軟な生産体制になった  
□  ⑩ 労働コストが減少した           □  ⑪ 新しい素材・仕入先を獲得できた 
□ ⑫ 原材料コストが減少した         □ ⑬ 業界標準に対応できた 
□ ⑭ 新しい組織・職場環境ができた    □ ⑮ 従業員の労務環境や安全面が向上した  





□ ① 当初目標をほぼ達成できた           □ ② 一部、目標を達成できた  
□ ③ 取り組んでみたものの、あまり効果はなかった  □ ④ ほとんど効果はなかった 






□  ① 経営者の考え・方針の浸透        □ ② 経営者による創意工夫 
□  ③ トップダウンでの意思決定      □ ④ ボトムアップでの組織体制 
□  ⑤ 従業員と経営者の連携          □ ⑥ 従業員による創意工夫  
□  ⑦ 新規事業・研究開発部門の設置     □  ⑧ 定期的な従業員教育制度  
□  ⑨  人事評価としての優遇制度        □ ⑩ 金銭的な報奨制度 
□  ⑪ 能力のある人の中途採用        □ ⑫ 社内でのアイデアなどの公募制度 
□  ⑬ 他企業との積極的な連携        □ ⑭ 大学や研究機関との連携 
□  ⑮ 支援機関（商工団体等）、金融機関、専門家等との積極的な連携 




□ ① かなりの金銭的褒賞を与えた      □ ② 僅かだが金銭的な褒賞を与えた  
□ ③ 物品での褒賞を与えた         □ ④ 昇進として褒賞を与えた  
□ ⑤ 休日・休暇として褒賞を与えた          □ ⑥ 飲食での褒賞を与えた  




□ ① 内留保資金      □ ② 借入金     □ ③ 公的補助金・助成金  






□ ① 現状のままで業績が安定しており、必要性を感じない 
□ ② 何をしてよいのかわからない          □ ③ 経営者自身の経営方針 
□ ④ 能力のある従業員の不足              □ ⑤ 組織内の風土 
□ ⑥ 良いアイデアの不足              □ ⑦ 技術力やノウハウの限界 
□ ⑧ 資金的な問題                        □ ⑨ 目先の売上・利益の追求 
□ ⑩ 企業の地理的条件                 □ ⑪ 地域の風土 
□ ⑫ 都会との情報格差                □ ⑬ 協力相手の発見が困難 
□ ⑭ 法律などの規制                      □ ⑮ 大学,研究機関との連携不足 




□ ① ぜひ取り組んでみたい     □ ② 取り組んでみたい  





□ ① 常に意識している   □ ② 意識はしている  
□ ③ あまり意識していない □ ④ 全く意識していない □ ⑤ わからない 
                                                
問 11．貴社はイノベーションを実現する職場環境づくりを目的として、下記の施策を実施し
ていますか。該当する箇所に✓印を付けてください。 
① 社内のフリーアドレス            □ １．実施している □ ２．実施していない 
（固定席を持たない移動自由なオフィスなど）            
② 勤務場所の柔軟化（テレワークも含む）□ １．実施している  □ ２．実施していない  
③ 勤務時間の柔軟化              □ １．実施している  □ ２．実施していない 
④ 勤務中の服装の自由化・柔軟化     □ １．実施している  □ ２．実施していない 
⑤ 兼業や副業の許可                    □ １．実施している  □ ２．実施していない 
⑥ 意見交換ができる交流スペースの提供 □ １．実施している  □ ２．実施していない 













 ① 既存の価値観に対して疑問を持つこと 
 ② 自分の専門領域に限らず、 様々な物事に対して関心を持つこと 
 ③ 自分の知りたいことを徹底的に知ろうとすること 
 ④ 物事の課題の本質を捉えた上で、 独創的な解決策を自ら導き出すこと 
 ⑤ 自力で模索した課題に対する 解決策を実行に移すこと 
 ⑥ 自らが立てた目標の達成に向けて、 諦めずに粘り強く取り組むこと 
 ⑦ 自分の取組を改善するために、 これまで行ってきたことを見直すこと 
 ⑧ 自分とは異なる背景や考え方をもつ人たちと 積極的にネットワークを築くこと 
 ⑨ 自分の考えを深めるために、 他人の意見を積極的に聞くこと 
















問 13．（本社について） 貴社の本社は 3地区のうちどの地区に該当しますか 




□ ① 本社のみ   □ ② 東部地区   □ ③中部地区   □ ④ 西部地区 
□ ⑤ 県外（具体的な所在地：             ）   




□ ① 3地区で全く違う                   □ ② 3地区で多少違う  
□ ③ 3地区であまり変わりはない           □ ④ 3地区で変わりは全くない 





第 1位 第 2 位 第 3位 











□ ① 人口    □ ② 商圏     □ ③ 道路交通   □ ④ 公共交通（電車・飛行機） 
□ ⑤ 土地の風土   □ ⑥ 土地の人柄  □  ⑦ 教育機関   □ ⑧ 企業数  
□ ⑨ 天然資源   □  ⑩ 地域資源     □ ⑪ 政治力     □ ⑫ 習慣 
□ ⑬ 年齢層   □ ⑭ その他（具体的に：               ） 
     
 
    




□ ① 東部地区         □ ② 中部地区        □ ③ 西部地区 
□ ④ 3地区とも恵まれている □ ⑤ 3地区とも恵まれていない  





□ ① かなりチャレンジしやすい環境 □ ② ある程度チャレンジしやすい環境  
□ ③ どちらでもない               □ ④ どちらかと言えばチャレンジしにくい環境   
□ ⑤ 極めてチャレンジしにくい環境   
 




□ ① 鳥取県の地理     □ ② 鳥取県の自然条件 □ ③ 鳥取県の地域資源  
□ ④ 鳥取県の県民性    □ ⑤ 行政の支援制度  □ ⑥ 金融機関の支援制度 
□ ⑦ 教育機関が整っている □ ⑧ 人口が少ない □ ⑨ 住民同士の関係性が良い   
□ ⑩ 土地代が安い       □ ⑪ 人件費が安い    □ ⑫ 物価が安い 
□ ⑬ 競合他社が多い     □ ⑭ 競合他社が少ない □ ⑮ 情報量が豊富 










第 1位 第 2 位 第 3位 
   
第 1位 第 2 位 第 3位 





□ ① 同業者とのネットワーク          □ ② 異業種間とのネットワーク  
□ ③ 取引先とのネットワーク          □ ④ 顧客のネットワーク 
□ ⑤ 金融機関とのネットワーク        □ ⑥ 行政とのネットワーク 
□ ⑦ 商工団体とのネットワーク   
□ ⑧ 外部支援者（コンサルタントなど）のネットワーク  
□ ⑨ 教育機関（大学など）とのネットワーク 
□ ⑩ 地縁的（自治会、町内会など）のネットワーク 
□ ⑪ 家族・親戚のネットワーク       □ ⑫ 同窓会のネットワーク  
□ ⑬ 知人・友人のネットワーク       □ ⑭ 職場内のネットワーク 
□ ⑮ 前職のネットワーク            □ ⑯ 県内事業者のネットワーク 








□ ① 頻繁に会う＝少なくとも週 2回以上 □ ② よく会う＝週 2回未満～月 1回以上 
□ ③ ときどき会う＝月 1回未満～年 2回以上 □ ④ めったに会わない＝年 1回以上 
□ ⑤ ほとんど会わない＝年 1回未満     □ ⑥ 会ったことがない 
□ ⑦ その他（具体的                         ） 
 
問 22．イノベーション実現で「鍵となるネットワーク第 1位」での便益は何でしょうか。 
大事と思える順に上位３つをあげてください（番号でお答えください）。 
□ ① 取引先・営業先紹介           □ ② 製造委託先などの紹介 
□ ③ 業界情報の獲得・助言  
□ ④ 専門知識（技術、財務、税務、法律等）の獲得・助言   
□  ⑤  経営全般への支援・助言        □ ⑥ 事業のアイデア 
□ ⑦ 従業員等の人材紹介        □ ⑧ 資金調達、調達先の紹介  
□ ⑨ 精神的サポート               □  ⑩ 連携先とのマッチング     










第 1位 第 2 位 第 3位 
   
第 1位 第 2 位 第 3位 
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問 23．鳥取県では地域産業資源として 246 資源が認定されていますが、 
貴社の鳥取県の地域産業資源に対する取組み、また、経営方針について教えて下さ
い。 
□ ① 既に、地域産業資源を活かした経営を行っている 
□ ② 現在、地域産業資源を活かした事業に取組み中である 
□ ③ 将来的に、地域産業資源の活用を活かした事業を検討している（含む、興味あり） 
□ ④ 今は、地域産業資源に活用に興味はない 
□ ⑤ 分からない 
 




















□ ①5名以下  □ ②6～10名   □ ③11～20名   □ ④21～50 名 
□ ⑤51～100名 □ ⑥101～200 名  □ ⑦201～300名  □  ⑧300名以上 
産業分類 
□ ①製造業     □ ②建設業       □ ③情報通信業・情報サービス業  
□ ④運輸業      □ ⑤卸売・小売業  □ ⑥宿泊・飲食業  
□ ⑦医療,福祉  □  ⑧電気,ガス,水道業 
□ ⑨金融業、保険業、不動産業    □ ⑩その他サービス業 □ ⑪その他          
ご記入者 部署・役職  氏名  












（４）池田雄哉（2017）「日本企業によるイノベーションの実像 第 4 回全国イノベーション





































































































（64）Bill Browning（2016）,The Global Impact of Biophilic Design in the 
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